
＜被保険者になることができる方＞ 

1.医師 

（第一種組合員） 

・長野県医師会会員である医師で、規約第4条に定める地区に住所を有する者 

・医療及び福祉の事業又は業務に従事する者 

※法人事業所の医師の資格取得について 

①医師国保に既加入の法人の医師は「健康保険被保険者適用除外承認申請」を行え

ば、資格取得可能 

②医師国保に既加入の個人事業所が法人化の場合も、「健康保険被保険者適用除外

承認申請」を行えば、資格取得可能 

③開業と同時に法人設立される方は、健康保険の強制適用になりますので、医師国

保に加入できません 

2.従業員 

（第二種組合員） 

・第一種・特別組合員が開設又は管理する長野県内の医療機関又は福祉施設に常時勤

務する従業員（医師不可） 

※常勤の目安…1ヵ月の勤務日数と 1日の勤務時間が概ね常勤者の4分の3以上 

・常勤従業員5人以上雇用する個人事業所又は法人事業所の従業員は、協会けんぽ等

への加入が義務付けられていますが、「健康保険被保険者適用除外承認申請」によ

り、年金事務所において承認された場合に限り、医師国保への加入が認められます。 

3.1と 2の世帯に属する者 

（世帯員） 

・被保険者の医師・従業員と住民票上同一世帯に属する家族 

※子供が修学のため、県外へ転出している場合は、家族として加入できます。（①在

学証明書、②修学先の住民票をご提出ください） 

4.75歳以上の医師組合員 

（特別組合員） 

・75 歳以前から加入している医師組合員は、組合に申し出ることで、75 歳以降も被

保険者資格を持たない特別組合員として籍を残すことができます。（特別組合員の

保険料は発生しません）それにより、75 歳未満の世帯員・従業員は引き続き医師

国保に加入することができます。 

＜第二種組合員・世帯員が75歳になった時＞ 

・第二種組合員・世帯員いずれも、75歳の誕生日から自動的に医師国保の被保険者資

格を喪失し、後期高齢者医療制度の被保険者となります。 

 ※自動的に資格喪失いたしますので、届出の必要はありません。 

※国保法により同一世帯で医師国保と市町村国保の混在は認められておりません。 

 

  



＜届出様式＞（提出期限：事由発生の日より 14日以内） 

1.医師 

（第一種組合員） 

①国民健康保険被保険者資格取得届 

②口座振替特約書 

③承諾書 

④在職証明書等（非常勤や自宅会員の場合） 

⑤住民票（個人番号記載のないもの） 

※「世帯全員」のもので、続柄が記載され、3ヶ月以内に発行されたもの 

⑥保険加入状況調書 

※同一世帯で住民票に記載がある方全員の、現在加入している保険の種類と保険者

名を記入していただく（医師国保の場合も含め） 

⑦同一世帯で医師国保以外の保険加入者の「被保険者証の写し」 

⑧当組合加入者の個人番号通知カードまたは個人番号カードの（両面）写し 

2.従業員 

（第二種組合員） 

①国民健康保険被保険者資格取得届 

②第二種組合員（従業員）の勤務形態等に関する届出 

③常勤の従業員の「雇用保険被保険者資格取得等通知書」の写し 

④住民票（個人番号記載のないもの） 

※「世帯全員」のもので、続柄が記載され、3ヶ月以内に発行されたもの 

⑤保険加入状況調書 

※同一世帯で住民票に記載がある方全員の、現在加入している保険の種類と保険者

名を記入していただく（医師国保の場合も含め） 

⑥同一世帯で医師国保以外の保険加入者の「被保険者証の写し」 

⑦当組合加入者の個人番号通知カードまたは個人番号カードの（両面）写し  

⑧健康保険被保険者適用除外承認申請書 

※法人医療機関又は個人医療機関で従業員5人以上、ならびに従業員5人未満であっ

て既に適用除外を受けている（これから受けようとする）医療機関に属している者 

3.1と 2の世帯に属する者 

（世帯員） 

①国民健康保険被保険者資格取得届 

②住民票（個人番号記載のないもの） 

※「世帯全員」のもので、続柄が記載され、3ヶ月以内に発行されたもの 

③保険加入状況調書 

※同一世帯で住民票に記載がある方全員の、現在加入している保険の種類と保険者

名を記入していただく（医師国保の場合も含め） 

④同一世帯で医師国保以外の保険加入者の「被保険者証の写し」 

⑤当組合加入者の個人番号通知カードまたは個人番号カードの（両面）写し 

4.75歳以上の医師組合員 

（特別組合員） 

①申出書 

 ※第一種組合員の 75歳の誕生日 2か月前に、郡市医師会を通じて意向確認を行な

い、残留の意志がある場合は①を提出 

 


